
第３ 国土交通省関係予算の成果目標別主要事項

( )( ( ) )凡例： 新 予算関連新規事項 は平成１６年度予算要求にかかる事前評価を実施 関係資料4 Ｐ.45◇
＊

［ ］

連携施策（ 関係資料5（Ｐ.49 ）［ ）］
注：事業費は公共投資関係費分を計上している。

１．暮らし
８兆７，９７６億円（０．８７倍）公共投資 事業費

１兆８，８２０億円（０．９８倍）国 費

９８億円（１．１９倍）行政経費 国 費

目標１ 居住水準の向上
事業費５兆４,７５３億円（０.８３倍 、国費６,４４６億円（０.９８倍））

○ 住宅金融公庫の証券化支援事業等による良質な住宅取得等の促進
事業費４兆９,０５６億円（０.８３倍 、国費４,０４４億円（１.１１倍））

証券化支援事業の推進（買取型・保証型 ８万戸）

○ 既存ストックの活用等による良質な公共賃貸住宅等の供給
事業費５,６９７億円（０.８３倍 、国費２,４０１億円（０.８２倍））

の活用等による良質な公共賃貸住宅等の供給既存ストック

主な業績指標：
・誘導居住水準達成率 46.5%（H10）→ 50%（H15）

目標２ バリアフリー社会の実現
事業費３,５３６億円（１.０５倍 、国費１,５９７億円（１.０６倍））

○ 公共交通機関・歩行空間等のバリアフリー化の推進
事業費７０１億円（１.００倍 、国費３５１億円（１.０１倍））

駅・まち一体改善事業◇新
バスのバリアフリー化の推進(公共交通移動円滑化設備整備事業の拡充)◇新

新離島航路に就航する船舶のバリアフリー化の推進（バリアフリー化建造費補助）
＊◇

ＬＲＴの導入及び鉄道のＩＣカード乗車券の共通化・相互利用化の促進

鉄道駅のバリアフリー化（ＪＲ東海岡崎駅（愛知県）等）

港湾のバリアフリー化（鹿児島港（鹿児島県 、石垣港（沖縄県）等））

鉄道駅周辺等の歩行空間のバリアフリー化（金沢駅周辺地区（石川県）等）

河川空間のバリアフリー化（狩野川（静岡県）等）

官庁施設のバリアフリー化
（木津地方合同庁舎（京都府 、新潟第２地方合同庁舎（新潟県）等））



○ 福祉との連携による高齢者等の居住の安定確保の推進
事業費１,６０３億円（１.０９倍 、国費６９８億円（１.０９倍））

福祉との連携による高齢者等の居住の安定確保の推進



主な業績指標：
・１日当たりの平均利用者数が5,000人以上の旅客施設、その周辺等の主な道路、不
特定多数の者等が利用する一定の建築物及び住宅のバリアフリー化の割合
旅客施設の段差解消：39％（H14）→ 7割強（H19）

72％（H14） （H19）視覚障害者誘導用ブロック： → 8割強
道路：17%(H14）→ 約5割（H19）
建築物：約3割(H14)→ 約4割（H19）
2.7%（H10）→ 約1割（H19）住宅：

・ ンステップバス車両の導入割合ノ
ノンステップバス車両：2.6％（H12）→ 10％（H17）

・バリアフリー化された鉄軌道車両、旅客船の割合
鉄軌道車両：10％（H12）→ 20％（H17）
旅 客 船： 0％（H12）→ 25％（H17）

目標３ 子育てしやすい社会の実現
事業費６１億円（０.８９倍 、国費２８億円（１.００倍））

○ 子供がのびのび過ごせる環境づくり
事業費６１億円（０.８９倍 、国費２８億円（１.００倍））

河川及び海岸の水辺を利用した自然体験活動の推進
（天竜川（静岡県 、田之代海岸（兵庫県）等））

た の し ろ

主な業績指標：
・自然体験活動拠点数 218箇所（H12）→ 300箇所（H18）
・歩いていける範囲の都市公園の整備率 63%（H14）→ 66%（H19）



目標４ 住環境、都市生活の質の向上
事業費２兆５,８５５億円（０.９６倍 、国費８,８５３億円（０.９７倍））

○ 地域の創意工夫を活かしたまちづくり
事業費３,３５３億円（９０.１９倍 、国費１,３８８億円（３７.３４倍））

新まちづくり交付金の創設
＊◇



○ 良好で安全な住宅市街地及び住環境の整備
事業費１兆１,３８８億円（０.８５倍 、国費５,９５７億円（０.８７倍））

新住宅市街地総合整備事業の創設等良好な住宅市街地整備の推進
＊◇

（東雲地区（江東区 、那珂川リバーサイド地区（福岡市）等））
しののめ

美しい水辺都市の再生 （荒川（江戸川区）等）

良好な住環境の整備に資する下水道の普及促進
（琵琶湖流域下水道（滋賀県 、船橋市公共下水道（千葉県）等））

○ 電線類地中化の推進
事業費１,０１９億円（１.０３倍 、国費５５９億円（１.０６倍））

（注）市街地の幹線道路分及び技術開発経費（非公共）の額

新無電柱化推進のための技術開発等の実施◇
電線類地中化（一般国道254号桜川（東京都）等）



主な業績指標：
・都心部における住宅供給戸数 47.7万戸（H12）→ 100万戸（H17）
・下水道処理人口普及率 65%（H14）→ 72%（H19）
・都市空間形成河川整備率 32%（H12）→ 40%（H18）
・良好な環境を備えた宅地整備率 35.3%（H12）→ 46%（H17）
・市街地の幹線道路の無電柱化率 7%（H14）→ 15%（H19）

目標５ アメニティ豊かな生活環境の形成
事業費２,１９５億円（０.９３倍 、国費１,１１８億円（０.９４倍））

○ 水と緑の空間形成
事業費１,３８２億円（０.９１倍 、国費６２３億円（０.９２倍））

「緑の回廊構想」等の推進
＊◇新

（東伏見公園（東京都 、名取川（宮城県 、六甲地区（兵庫県）等）） ）

親水性の向上による良好な生活環境づくりの推進（新潟港、東京港等）



○ 地域と一体となった海辺の創造
事業費６９億円（３.２６倍 、国費３５億円（３.５４倍））

地域住民、NPOとの連携等地域と一体となった海辺の創造（ いきいき・海の子・浜づ『

くり』の拡充） （両津港海岸（新潟県 、由宇港海岸（山口県 、雨 晴海岸
＊◇新 ） ）

ゆ う あまはらし

（富山県）等）

主な業績指標：
（ ） （ ）・人々が海辺に親しむことのできる海岸の延長 約6,700km H14 →約6,800km H19

・都市域における水と緑の公的空間確保量
12㎡/人（H14）→ 13㎡/人（H19 （12㎡/人を約１割増））

目標６ 良質で安全な水の安定した利用の確保
事業費１,５７６億円（０.９７倍 、国費８７５億円（０.９６倍））

○ 清らかな流れの回復と水道水源域の水質の保全
事業費１,５７４億円（０.９７倍 、国費８７１億円（０.９６倍））

清らかな河川の流れの回復による安定したおいしい水の確保

（霞ヶ浦（茨城県 、釜房ダム（宮城県）等））
かまふさ

水道水源域における下水道の普及促進（群馬県等）

業績指標：
・河川の流量不足解消指数 54%（H13）→ 61%（H18）
・水道水源域における下水道処理人口普及率 48%（H12）→ 60%（H18）
・河川における汚濁負荷削減率 H19までに13%を削減


